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(1941)と藤田敬三 (1965)を取り上げる。その次に、「中小企業問題性 (下請制 )」






















                                                   
5 佐竹隆幸  (2008)  1 頁  
6 山中篤太郎  (1944) による記述を参考にした。  
7 佐竹隆幸  (2008)  46 頁  
8 高田亮爾  (2003) 11 頁を参考にした。  






























あった各中小工場 (中小企業 )を専属的に組織化し、各中小工場 (中小企業 )の生産
                                                   





























                                                   
11 小宮山琢二  (1941)  133-134 頁を参考にした。  
12 小宮山琢二  (1941)  7 頁  
13 小宮山琢二  (1941)  7 頁  
14 小宮山琢二  (1941)  7 頁  






























                                                   
16 小宮山琢二  (1941)  27 頁  
17 小宮山琢二  (1941)  27 頁を参考にした。  



























                                                   
19 小宮山琢二  (1941)  30 頁を参考にした。  
20 佐竹隆幸  (2008)  51 頁を参考にした。  
21 佐竹隆幸は「商業資本的充用の対象として存立していた下請中小企業と元請大企業と  
の間に、系列取引･長期継続取引といった新しい下請生産システムを、経済民主化に伴う  
独占資本の市場支配緩和のもとで構築し、中小企業の経営資源、特に人的資源による技術  
力、開発力を活用することで、財務的資源を産業政策 (産業構造政策 )で補填していくこと  
により、産業構造の高度化を達成し、経済成長を果たした。この基本的な関係を「技術的  






























                                                   
22 小宮山琢二  (1941)  31 頁を参考にした。  
23 佐竹隆幸  (2008)  51 頁を参考にした。  




中小工業の商業資本的支配 (商業資本的充用 )である。  
 藤田敬三は下請制の生産形態的特殊性究明の手掛かりを商業資本の小営業支
配、特にその支配の「基本的諸形態」の分析を援用して、問屋制家内工業の本
質 25を説明している。まず第 1 の形態は「商人が小商品生産者の製品を買い入
れること 26」で、これは地方の買占業者は農民 (生産者 )が自分の商品を常に販売
する唯一の相手になり、必然的に独占的な立場となり、農民 (生産者 )に対して
不当な価格を提示できる。第 2 の形態は「その高利貸業との結合 27」である。
農民 (生産者 )は常に貨幣が欠乏しており、そのため買占業者は農民 (生産者 )に貨
幣を貸し付け、その後負債として商品を引き取る。また、負債者として農民 (生
















                                                   
25 藤田敬三  (1965) 25 頁を参考にした。  
26 藤田敬三  (1965) 25 頁  
27 藤田敬三  (1965) 25 頁  
28 藤田敬三  (1965) 25 頁  






























                                                   
30 藤田敬三  (1965) 27 頁  






























                                                   
32 巽信晴  (1960) 42 頁  


















つ経営者 35」であるとしている。第 2 に下請中小企業は「元請大企業の金融面
からする支配関係にあるものでその支配関係が子会社より量的にみて稀薄で、
なお経営面である程度の自立性をもっているもの、いわゆる「系列化」のなか








                                                   
34 巽信晴  (1960) 38-39 頁  
35 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
36 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
37 巽信晴  (1960) 90-92 頁  




でもある 39」としている。  
以上のように、巽信晴は下請中小企業を元請大企業との関係性で 5 つの階層





と非系列企業の階層分化を規定 40」している。第 2 に「資本の証券化･企業金融
の発展による有価証券制度を基礎とする持株･融資関係による剰余価値の再分













化を具体的に規定づけている 43」と述べている。  
次に、中小企業の問題性が日本の経済成長に伴い、独立性の部分も存在する
のではないとした中村秀一郎 (1961)を取り上げる。「下請制」の問題性の他方の
                                                   
39 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
40 巽信晴  (1960) 214-216 頁  
41 巽信晴  (1960) 214-216 頁  
42 巽信晴  (1960) 214-216 頁  


























かったからである 47」と述べている。  
具体的に中堅企業とは何なのか。まず第 1 に中堅企業は「大企業の別会社、
系列会社でなく資本的にはもとより、企業の経営方針の決定権を持つ独立会社
                                                   
44 中村秀一郎  (1964) 86 頁  
45 中村秀一郎  (1964) 86 頁  
46 中村秀一郎  (1961) 78 頁  
47 中村秀一郎  (1964) 1-2 頁  
26 
 





















る 54。  
中小企業の中堅企業への成長を可能にしたのは、以上のような諸条件と、そ
                                                   
48 中村秀一郎  (1964) 12 頁  
49 中村秀一郎  (1964) 12-13 頁  
50 中村秀一郎  (1964) 13 頁  
51 中村秀一郎  (1964) 13 頁  
52 中村秀一郎  (1964) 15 頁  
53 専門メーカーとは、独自の図面をもち、下請中小企業のように特定大企業のみに依存  
するような市場に限定するのではなく、その製品が多くの企業に必要とされる市場性をも  
ち、ある程度の価格決定権を有し、資本的にも元請大企業から独立している企業といっ  
てよい (中村秀一郎  (1964) 55 頁を参考にした )。  






























                                                   
55 中村秀一郎  (1964) 141 頁  





























                                                   
57 三井逸友  (2002) 126 頁  
58 三井逸友  (2002) 129 頁  
59 三井逸友  (2002) 138 頁  






























                                                   
61 三井逸友  (2002) 143 頁を参考にした。  
62 三井逸友  (2002) 143 頁を参考にした。  












































の存立維持可能な要因を考察したが、第 2 章、第 3 章では中小企業の過多性、
過小性について検討していく。  
 













第 2 章から第 6 章  
地場産業に  
ついての考察  




































                                                   





































る海外の先駆的研究には、アメリカ経済に関して研究をした Sylos-Labini, P． 









不合理的要因 (消費者の習慣等である )が存在するからである。第 3 にある産業
において寡占的な状態は、その産業において、ある一定数の中小企業の存立し
                                                   
65 Sylos-Labini, P． (1962)は、少数の大企業と多数の中小企業が共存する高度に集中的  
な産業の状態を「相対的集中型寡占」と呼んだ。大企業は中小企業を市場から排除するた  
めには、価格が中小企業の可変費用を下回らなければならない。そうするためには、生  
産費 ･設備を拡大しなければならず、結果として、大企業にメリットはなくなってしま  
う。したがって、中小企業は存立しているとしている。  





で寡占大企業と非寡占大企業は双方で差別化を行うことになり、「寡占＝大企業 ･非寡占  
＝中小企業」の対立･競争関係を考察した。  




経営面、技術面で優れた人材と豊富な財務資源を有した企業であるとしている（佐竹隆幸   
(2008)を参考にした）。それに対して、「周辺企業」は小規模で中小零細規模企業が多く、  
製品の非多角化、非統合、集権経営を行っており、人材 ･財務の制約、短期的計画性低  
集中市場での存立、高コストといった特徴をもっている (佐竹隆幸  (2008)から抜粋 )。こ  
の 2 つのグループは、互いの関係を基に、衛星企業、忠実なる反対企業、自由な独立企  
業、の 3 つに分類している。日本における下請従属中小企業のような存在とし産業内で大  
企業と競争している非支配的企業とし、生産の隙間等を埋める独自技からなる専門的製  
品を保有する企業とした。 Averitt, R．T．は「寡占＝大企業･非寡占＝中小企業」の体制  
のなかでの中小企業の存立状態を述べているといってよい。  
68  Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 123-124 頁 )を参考にした。  











 以上の理由で、Steindl, J．は中小企業の存立を説明している。Sylos-Labini, 
P．と Vatter, H． G．の理論は本章では詳しくは説明しない 72。以下では、Averitt, 
R．T．の理論を説明していく。  
 Averitt, R．T．（1968）は、当時アメリカの資本主義を 2 つのはっきり区別
できる企業体制を合成したものとして捉えた。この 2 つ企業体制を「寡占･非












R．T．はアメリカの基幹産業 74を中心として、第 1 に中間財製造、第 2 に原材
                                                   
70 Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 126 頁 )を参考にした。  
71 Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 127 頁 )を参考にした。  
72 詳しくは佐竹隆幸 (2008)を参照してほしい。  
73 Averitt,  R．T． (1968) 6-7 頁  (外山広司訳  (1969) 11 頁 )  




料処理、第 3 に政府への販売、第 4 に消費者への販売、の 4 つに分類している
75。以下ではその分類を説明していく。  
第 1 に中間財製造とは「輸送用設備、産業用化学、精密機器とともに機械グ
ループ (工作機械、重電気機械、農業機械 )76」を指す。第 2 に原材料処理とは
「原材料処理のグループには、鉄鋼、アルミ、銅 77」を指す。第 3 に政府への
販売とは「アメリカ連邦政府を主要市場とした国防用品 78」を指す。第 4 に消
















                                                                                                                                                     
の指導的地位を占めている産業を「基幹産業」と呼んでいる。基幹産業では、集中度が非  
常に高く、ほとんどが寡占的であり、多くは 3 社ないし 4 社で支配されている。したがっ  
て電機産業から上位 2 社、農業機械から上位 3 社、アルミから支配的な 3 社、銅から主要  
4 社、ゴムから巨大 4 社、自動車から巨大 3 社を取り除く「排除効果」は、ほとんどすべ  
てを失ってしまうことであろう。つまり、これら 19 の企業組織が急に消滅したとする  
と、アメリカの基幹産業のうち 6 つが実質的になくなってしまうであろう。 (Averi t t ,  
R．T． (1968) 56 頁  (外山広司訳  (1969) 78 頁 ))  
75 Averitt,  R．T． (1968) 51 頁  (外山広司訳  (1969) 72 頁 )  
76 Averitt,  R．T． (1968) 51-52 頁  (外山広司訳  (1969) 72 頁 )  
77 Averitt,  R．T． (1968) 53 頁  (外山広司訳  (1969) 74 頁 )  
78 Averitt,  R．T． (1968) 54 頁  (外山広司訳  (1969) 75 頁 )  
79 Averitt,  R．T． (1968) 54-55 頁  (外山広司訳  (1969) 76 頁 )  




Averitt, R．T．は「周辺」企業は、「経営者が 1 人または一家族によって構
成され、限られた範囲の市場でしか販売活動を行わず、経営が悪化すると、大
きな経費削減しなければならない、また「中核」企業とは異なり、最新の生産







はなく、生業的に存立している。   
Averitt, R．T．は、「周辺」企業は「中核」企業との関係について、衛星企
業 (satellites)、忠実なる反対企業 (loyal opposition)、自由な独立企業 (free 
agent firms)83、の 3 つに分類できると述べている。衛星企業とは、第 1 に原








企業を子会社にしない理由として、以下の 7 つの長所がある。それは「第 1 に
事業リスクの一部移転、第 2 に経営の柔軟性、第 3 に不景気時に過剰生産の軽
減、第 4 に資本節約 (資金を有用ないし利益のあがる他の用途に向け投下でき
                                                   
81 Averitt,  R．T． (1968) 7 頁  (外山広司訳  (1969) 2 頁 )  
82 Averitt,  R．T． (1968) 8 頁  (外山広司訳  (1969) 13 頁 )  
83 Averitt,  R．T． (1968) 63-65 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
84 Averitt,  R．T． (1968) 63 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
85 Averitt,  R．T． (1968) 63 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
38 
 
る )、第 5 に Antitrust 法のもとでの便宜、第 6 に周辺企業所有者やその従業
員への fringe benefit86の問題からの回避、第 7 に大企業が中小企業を支持する









1 に生産要素供給源を大幅に地方市場に依存、第 2 に技術的に劣った設備、第













                                                   
86 企業が労働者に賃金に付加して与える賃金以外の給付のこと。たとえば、休暇手当、  
福祉施設、公的社会保障、等である。  
87 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
88 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
89 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
90 Averitt,  R．T． (1968) 65 頁  (外山広司訳  (1969) 90-91 頁 )  






























                                                   
92 Averitt,  R．T． (1968) 65-66 頁  (外山広司訳  (1969) 92 頁 )  


























占･非寡占」は資本の集積によって、構築されているとした 96。  
                                                   
94 Averitt,  R．T． (1968) 87-88 頁  (外山広司訳  (1969) 122-123 頁 )  
95 北原勇  (1957) 64 頁  
96 資本の集積とは、個別資本における剰余価値の資本への再転嫁であり、生産手段及び  
労働に対する指揮の集積としてみずからを表示するものである。資本の集中とは、諸資  

































                                                                                                                                                     
創造する」。このような、急激な生産規模の拡大をもたらす「資本の集中」は、当該部門  
内の企業数を減少させる。 (北原勇  (1958) 36 頁 )  
97 北原勇  (1957) 66-67 頁  
98 北原勇  (1957) 66-67 頁  
99 北原勇  (1957) 66-67 頁  
100 北原勇  (1957) 66-67 頁  

























                                                   
102 北原勇  (1957) 76 頁  
103 北原勇  (1957) 77 頁  
104 北原勇  (1957) 77 頁  
105 北原勇  (1957) 77 頁  
106 大規模部門は原材料を多くの諸部門に供給するような部門、又は、消費財における  
必需品生産部門に多い。したがって大規模部門独占は、内容的には国民経済において重  
要なかかる部門の独占であるということになる。 (北原勇  (1958) 41 頁 )  

















得しえない資本を非独占資本 (非寡占中小企業 )と呼んでいる 108。  
 この独占資本 (寡占大企業 )はより多く収奪するものと、より少なく収奪する
ものとの優劣があるのであって、それ故、「ここでもより大なる資本による収奪･
集中の傾向は貫くのであり、より劣位な独占資本 (寡占大企業 )の敗退･没落や、





業 )による収奪、独占資本 (寡占大企業 )によって直接に収奪されるのか、又は、
他の非独占 (非寡占中小企業 )を通じて間接に収奪されるかを問わず他に転嫁す






                                                   
108 北原勇  (1958) 42-43 頁を参考にした。  
109 北原勇  (1958) 44 頁  


















業 )の発展的な要因も含んでいる。  
 また、寡占と非寡占の関連を中小企業の競争面からみる場合、「第 1 基準は、
同一部門内における両者の関連と、異部門間における両者の関連区分である。




(a) 同一産業部門における寡占と非寡占との関係  
 ① 両者が直接的競争関係にある場合。  
 ② 各グループとして両者が担当程度の相互依存 (共存 )関係にある場合。  
 ③ 両者が直接的支配･従属関係にある場合。  
 
                                                   
111 佐藤芳雄  (1976) 14 頁  
112 佐藤芳雄  (1976) 32 頁  
113 佐藤芳雄  (1976) 32 頁  
45 
 
(b) 異業種部門における寡占と非寡占との関係。  
 ① 寡占価格による市場支配･収奪関係。  


























                                                   




























                                                   
115 佐藤芳雄  (1976) 51 頁  
116 渡辺幸男は機械工業の範囲について、作業を自分で行う機構を備えた製品全体とし  
て捉え、広い意味での機械工業の製品群を想定している。具体的に業種を特定するには、 
日本標準産業分類によれば、一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器  
具製造業、精密機械器具製造業の 4 つの機械がつく中分類業種と、武器製造業の 5 中  
分類業種の器具を除いた完成品が、ほぼそれにあたるとしている。（渡辺幸男  ( 1997 )  



























                                                   
117 渡辺幸男  (1997) 16 頁  
118 渡辺幸男  (1997) 81 頁  
119   小宮山琢二が戦時中に指摘した。つまり、戦時中の軍事工廠と民間企業の技術力や  
生産面等を比較して、両者の大きな格差問題のことである。二重の隔絶性は、「先進国工  
業より大幅に技術的に遅れた日本の大工業、そしてそれからさらに絶望的 ･隔絶的に技  
術の遅れた中小工業の存在という状況を克服する契機を、下請関係の発展、大工業と中  
小工業の有機的結合の中に見いだしたということになる」。（渡辺幸男  (1997) 7 頁）  
















の中の独特な一形態なのである 124」と概念化している。  










合である 127。  
                                                   
121 渡辺幸男  (1983b) 20 頁  
122 渡辺幸男  (1983a) 52 頁  
123 渡辺幸男  (1983a) 64 頁  
124  渡辺幸男  (1983a) 64 頁  
125 渡辺幸男  (1983c) 16 頁  
126 渡辺幸男  (1983c) 17 頁  































                                                   
128 渡辺幸男  (1983c) 17 頁  
129 渡辺幸男  (1997) 159 頁  
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 本章は｢寡占･非寡占」論における代表的な研究者 Averitt, R．  T．、北原勇、
佐藤芳雄、渡辺幸男らを取り上げてきた。「寡占･非寡占」関係による中小企業





                                                   




















































Averitt, R. T. 
資 本 主 義 の 現 状 を 分 析 し 、 中 小
企 業 の 存 立を 明 ら か に し た 。  
 
北原勇  












中 小 企 業 は 大 企 業 と 社 会 的
分業の関係を構築し、自社製
品 の 技 術 的 な 向 上 を 実 現 す
ることができる。  
 
問題性  問題性⇒効率性  効率性  
53 
 




























                                                   




1 に個別企業の経営戦略上の指針となる、第 2 に政府の経済政策上の目標とな
る、第 3 に個別企業および政府に対する中小企業の存立を説明する根拠となる、
という 3 つの意義が存在するといわれている 132。  










                                                   
132 佐竹隆幸  (2008) 79-80 頁  








134 Marshall, A． (1890)では中小企業の存立根拠を「森の比喩」で論じている。中小企業は  
その規模のまま存立維持するのではなく、大きく木のように成長し、大企業規模と成長する  






したがって、中小企業にはその規模独自の有効性があるのである」 (佐竹隆幸  (2008) 85 頁  
を参考にした )。「森の比喩」とは、つまりは企業の成長を森の木にたとえ、誕生･成長･停滞･  
衰退のライフサイクルを示している。  
135 Steindl, J．（1947）では中小企業の存立を経済的非合理性に基づくとしている。その要  
因として 4 つあげている。第 1 に大企業が中小企業を駆逐する場合には時間がかかること、  
第 2 に不完全競争が中小企業の市場を保護することによって、中小企業の存立が可能である  
こと、第 3 に寡占的な産業において、独占が存在していないというカモフラージュのために  
大企業の政策として存立させられていること、第 4 に中小企業経営者の「賭博的」な態度、  
つまり、低報酬で高いリスクを引き受ける場合があるためである。                                                   























諸要因は何なのか。Robinson, E．A．G．はそれらを 5 つの主な範疇に分類し
ている。それらは、「第 1 に技術的諸要因、第 2 に管理的諸要因、第 3 に財務
的諸要因、第 4 に市場的諸要因、第 5 にリスク及び景気変動の諸要因である 139」。 
 「最適企業」は上記の諸要因によって決定づけられるのだが、諸要因はすべ
て必要なのかというとそうではない。Robinson, E．A．G．は 3 つ以上の諸要
因が均衡に保たれた時に「適正規模」に近づくとしている。つまり、企業は成
                                                   
136 Robinson, E．A．G． (1931) 6 頁 (黒松巌訳  (1958) 7 頁 )  
137 Robinson, E．A．G． (1931) 15 頁 (黒松巌訳  (1958) 19 頁 )  
138 Robinson, E．A．G． (1931) 16 頁 (黒松巌訳  (1958) 20 頁 )  




























                                                   
140 Robinson, E．A．G． (1931) 17 頁 (黒松巌訳  (1958) 21 頁 )  
141 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 
142 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 
143 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 


























れなら中小企業よりも大企業は有利な率で借入れることができる 151。  
 大企業は利益を多く得ており、企業の知名度も高い。そのため、大企業は信
                                                   
145 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 41 頁 ) 
146 Robinson, E．A．G． (1931) 36 頁 (黒松巌訳 (1958) 43 頁 ) 
147 Robinson, E．A．G． (1931) 39 頁 (黒松巌訳 (1958) 46-47 頁 )  
148 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
149 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
150 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 



























なしに、最初の誤りを訂正することは不可能 156」である。  
購入費と販売費の場合は、大企業と中小企業はそれぞれメリットとデメリッ
                                                   
152 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74 頁 ) 
153 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74 頁 )  
154 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74-75 頁 )  
155 Robinson, E．A．G． (1931) 65 頁  (黒松巌訳  (1958) 75 頁 )  









変化には 4 つの異なった型が存在するとしている。  
第 1 の変動は永久的な変動である。これは「直接的な代替品か、または同一
の最終的需要を満足させる競合他社の成長のために、いくつかの特定の商品の
















                                                   
157 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
158 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
159 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
160 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
161 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
162 Robinson, E．A．G． (1931) 88 頁  (黒松巌訳  (1958) 102 頁 )  






















既に述べてきたように、「適正規模」に関する第 1 に技術的諸要因、第 2 に







                                                   
164 Robinson, E．A．G． (1931) 97 頁  (黒松巌訳  (1958) 109 頁 )  
165 Robinson, E．A．G． (1931) 86 頁  (黒松巌訳  (1958) 99 頁 )  























業人口の大きな部分を占めている 170」と説明している。  
 有澤廣巳は中小企業の重要性を認識しつつも、「中小工業 (中小企業 )の存立に
よって工業本業人口の 8 割もの人々がここに職を得て、経済生活ができる。広
範に、存立する条件は、第 1 に粗悪なれど低廉なるが故に大量需要をもつ商品
の生産、第 2 に低賃銀労働力の豊富なる存在 171」と述べており、中小企業存立
                                                   
167 経済の二重構造とは日本の経済構造は欧米先進国のように単一な同質の構造をもたない  
といえる。  
168 有澤廣巳  (1957) 14 頁  
169 有澤廣巳  (1957) 29 頁  
170 有澤廣巳  (1957) 42 頁  










 これらの現状を基に、有澤廣巳は当時の日本の中小工業 (中小企業 )から考察









達の一原因をなしている 174」といえる。  







なる 176」のである。  
                                                   
172 有澤廣巳  (1937) 64 頁  
173 有澤廣巳  (1937) 162 頁  
174 有澤廣巳  (1937) 164 頁  
175 有澤廣巳  (1937) 165 頁  



















書である『中小企業経営論』では、第 1 に経営の個人的色彩、第 2 に経営者の









                                                   
177 有澤廣巳  (1937) 167 頁  
178 末松玄六  (1956) 3 頁の目次から抜粋している。  
179 末松玄六  (1956) 16 頁  






























                                                   
181 末松玄六  (1956) 17-18 頁  
182 末松玄六  (1956) 18 頁  





















する各標準を挙げている。第 1 に従業員数、第 2 に生産額、第 3 に資本金額又
は借入金額、第 4 に生産形態、第 5 に企業形態、第 6 に大規模生産の利益を享
受し得るのか否か、第 7 に従属性があるのかどうか、以上の 7 つの条件で、中
小企業と大企業を区別できる。  






                                                   































                                                   




























                                                   
186 田杉競  (1941) 26 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
187 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる ) 
188 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
189 田杉競  (1941) 86-87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
190 田杉競  (1941) 87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  






























                                                   
192 瀧澤菊太郎  (1965) 18 頁  





 瀧澤菊太郎は、Marshall, A．に対する批判を展開した Robinson, E．A．G．  

















つぎにあらわれてきたことに注意したい 197」と述べている。  
瀧澤菊太郎は、中小企業の考え方が「適正規模 198」へと向かっていくことを
示唆した。瀧澤菊太郎は、「適正規模」は中小企業だけに関連した問題ではない
としながらも、「適正規模」は 2 つの意義を持っていると指摘している。第 1
に「個別企業の経営政策あるいは国家の経済政策などの目標ない指針としての
                                                   
194 Marshall, A． (1920) (馬場啓之助訳  (1965) 304 頁 )  
195 瀧澤菊太郎  (1973) 8 頁  
196 瀧澤菊太郎  (1973) 18 頁  





実践的･政策的意義 199」とした。第 2 に「スモール･ビジネス残存の説明あるい
はさらに広く現実の企業規模決定の説明のための分析の道具としての理論的意
義 200」とした。この両者は対比した存在であるが、瀧澤菊太郎は特に、理論的























                                                   
199 瀧澤菊太郎  (1967) 279 頁  
200 瀧澤菊太郎  (1967) 279 頁  








を改めてまとめていく。Robinson, E．A．G．は「第 1 に技術的諸要因、第 2
に管理的諸要因、第 3 に財務的諸要因、第 4 に市場的諸要因、第 5 にリスク及










によって中小企業が存立する理由として、第 1 に「中小企業の低賃金が低い 203」
こと、第 2 に「市場の狭小、個人企業における経営指導の徹底、変動に対する
抵抗力、外部経済の発展などの事情が中小企業の存立を容易にする 204」こと、








                                                   
202 Robinson, E．A．G． (1931) 16-17 頁  
203 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる ) 
204 田杉競  (1941) 86-87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
























率性 (優位性 )を述べた末松玄六の議論が存在する。  
以上のような各論者の中小企業の存立に関する問題性と効率性の立ち位置を





                                                   
206 末松玄六 (1956) 3 頁の目次から抜粋している。  
73 
 














生する存立維持の要因について論じてきた。第 1 章から第 3 章は主に日本の中

















中 小 企 業 は 中 小 と い う
規 模 が も た ら す メ リ ッ
トがあり、そのため存立
できると捉えた。  

































第 4 章 中小企業の企業間取引と効率性  
 
Ⅰ．はじめに  









































































て、Ansoff, H． I． (1965)や Hofer, C．W．and Schemdel, D． (1978)といった
経営学者によって、競争優位の概念が論じられてきた。Ansoff, H． I．は、競
争優位を発生させる要因として、企業に有利となる製品･市場の特性をあげた。
Hofer, C．W．と  Schemdel, D．は、競争優位を発生させる要因を、製品･市
場または、企業の独自の資源のいずれかになるとした。  






























み合わせを 1 つの製品に使用するための能力が必要である。Prahalad, C．K．

















ているのが、Dyer, J．H．and Singh, H． (1998)である。Dyer, J．H．と  Singh, 
H．は、企業はパートナー企業との間で、「関係特殊的投資」を行い、独自の方
法で、資源を結合させていると述べている。そして、「関係特殊的投資」は「関





として取り上げるのは、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視角」、
















Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業はパートナー企業との間で、「関係特殊
                                                   
207 「関係レント」とは、特定のアライアンスのパートナーと共同して生み出される超過  





と  Singh, H．は、この「関係レント」を生み出すことによって、競争優位、
つまりは持続的競争優位を生み出すことができるといっているのである。           
このようなパートナーシップの競争優位は、Dyer, J．H．と  Singh, H．に





用である。以上の 4 点があげられる 208。  
  
(2)「知識ベース視角」に関する議論  
Dyer, J．H．と  Singh, H．は「企業間関係」が結果として競争優位を生み
出すことになる知識共有の一般化をいかに創造させるのかが重要であると述べ
ている。知識の概念では、多くの研究者が知識を 2 つの形態に類型化している。







機能ないし知識の受益者の「吸収能力」である。Cohen, W．and Levinthal, D．
A． (1990)は「吸収能力」を新しいもので、かつ外部にある情報の価値を認識
したり、それを理解したり、またそれを商業的な目的のために受け入れたりす
ることができる企業の能力と定義している 210。  
                                                   
208 この 4 点については第 5 章で詳しく説明する。  
209 Grant, R．M． (1996), Kogut, B. and Zander, U． (1992)を参考にした。  
210 Cohen, W． and Levinthal, D．A． (1990)を参考にした。  
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Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、知識の交換を日本の自動車企業
の事例で説明している。そのなかで、サプライヤーが直面するジレンマを 3 つ
取り上げている。第 1 に価値のある知識を競争企業にさらけ出すこと、第 2 に
フリーライダーの存在、第 3 に多くの価値のある知識を発見するコストや結合








H．と  Singh, H．の下請取引システムの考え方と共通する浅沼萬里の理論を紹
介しておく。  
 
3．日本の取引システム論      
浅沼萬里 (1989)は、「下請制」の取引構造、特に一次下請と元請大企業に焦点
を絞って論じている。ここで浅沼萬里を取り上げる理由は、Dyer, J．H．と  
Singh, H．の「知識ベース視角」が日本の下請取引システムと共通することを









                                                   















異性からのみ説明されうるものである 214」というものである。  
 特に浅沼萬里は、その通念の第 1 を重点的に考察している。まず、買手の大







に更新される 216」ことである。  
「中核企業」は「サプライヤー」の「基本契約」を基に発注するのである。
「中核企業」は「サプライヤー」と 1 社としか取引しているわけではなく、「複
社発注政策」を取っている。これは 2 つの意味を持っている。  
第 1 に「どれか一つの供給源からの納入が事故のために突然停止した場合に
                                                   
212 浅沼萬里  (1989) 62 頁  
213 浅沼萬里  (1998) 1 頁  
214 浅沼萬里  (1998) 1 頁  
215 浅沼萬里  (1998) 2 頁  




ておく 217」ためである。第 2 に「サプライヤーに競争の圧力を加えることによ
って、価格と品質の両面で、独占状態の場合に期待されうるよりも大きな協力























                                                   
217 浅沼萬里  (1998) 5 頁  
218 浅沼萬里  (1998) 5 頁  
219 浅沼萬里  (1998) 12 頁  
220 浅沼萬里  (1998) 12 頁  





いえる。この「組織能力」の各企業の強みを明確にしたのが、Prahalad, C．K．  
and Hamel, G． (1990)の「コア･コンピタンス」の概念である。  











































たいで、経営資産 (技術の提供、設備投資等 )の相互連結が行われている。Dyer, 
J．H．と  Singh, H．は、「企業間関係」では、内部組織の資産相互連結が累積
的に増加して起こるとしている。例えば、下請中小企業 (サプライヤー )は元請
大企業 (アセンブラー )の工場に隣接して工場を建てることとする。下請中小企


















 Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、知識の交換を日本の自動車企業
のケースで説明している。そのなかで、サプライヤーが直面するジレンマを 3
つあげている。第 1 は価値のある知識を競争企業にさらけ出すこと、第 2 はフ
リーライダーの存在、第 3 は多くの価値のある知識を発見するコストや結合す
るコストがかかること、である。Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．はこのジレン
マを強力な「企業間関係」で解決していると述べている。ほとんどの重要な生
産知識は元請大企業や下請中小企業の所有するものでなく、「企業間関係」とし



























































の効率性を Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視角」でアプローチを
すると、中小企業の効率性の理論についての有効性が検討できる。Dyer, J．H．








































































 「寡占･非寡占」と「中小企業問題性 (下請制 )」の効率性は、「企業間関係」
による経営資源の移転と捉え、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視
角」で説明した。そのなかで、第 1 に資産に対する特殊的な投資、関係特殊的

















































第 5 章 「関係特殊的投資」に関する研究からのアプローチ  
 
Ⅰ．はじめに  
























                                                   
222 関智宏  (2011) 19 頁  
223 本章では企業間関係を長期的に継続するための指標として用いる。  
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を理論化した Dyer, J． H．and Singh, H． (1998)を取り上げる。Dyer, J． H．  
and Singh, H．（1998）は、1990 年代における日本の自動車メーカーの高い競
争力を生み出す構造に着目し、その論文のなかで使われている企業間関係にお
ける「関係特殊的投資」の概念は、長期継続的な企業間関係と関連性がある。







また、Dyer, J．H． , Singh, H．  and Kale, P． (2008)は「関係特殊的投資」
によって発生した関係レントをパートナー間で分配する時に、「共通の利益」と

























おり、市場競争力は日本の方が有利であった。Dyer, J．H．と Ouchi, W．G．
はこの競争力の源泉を、日本の排他的な下請中小企業の購入関係（企業間関係）














Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業はパートナー (取引関係者 )との間で、独
自の方法で、資源を結合させていると述べている。独自の方法で資源を結合さ
せるプロセスを「関係特殊的投資」といい、結果的に「関係レント」を生み出
すことにつながる。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、この「関係レント」を生
み出すことによって、優位性を生み出すことができるとしているのである。  
このような、企業間関係の優位性は第 4 章でも触れたが、Dyer, J．H．と







もより低い取引費用である。以上の 4 点があげられる 224。  








Dyer, J．H．と  Singh, H．は、Barney, J．B．の資源ベース視角を援用して、
企業間関係のパートナー間が保有する資源が優位性をもたらす要因になるとし
た。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、優位性を生み出す源泉として関係レント
を考えている。  










また、Dyer, J．H．と  Singh, H．は、関係レントを生み出す要因として、
                                                   
224 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 662 頁  






越えて、資産 (技術の提供、設備投資等 )の相互連結が行われている。Dyer, J． 










して、4 つの要因を説明していく 226。  
 
3．「関係特殊的投資」の 4 つの要因  
(1)知識の交換 227の概念  
まず、知識の交換を説明する。Dyer, J．H．と  Singh, H．は企業間関係が
優位性を発生させることになる知識交換のルーティン化をいかに創造させるの
かが重要であると述べている。知識交換は、特殊的な知識の創造、または移動、
結合を許可させる企業間の相互作用のパターンである (Grant, R． (1996))。つ
まり、知識交換は企業間関係において、パートナー同士の人的交流も含めた技
術の共同開発や技術の転用によって、新たな新製品開発に活用することである。 
知識は、次の 2 つの形態に類型化される。 1 つは情報で、2 つはノウハウで
ある (Grant, R． (1996)、Kogut, B．and Zander, U． (1992))。ここでは情報を
                                                   
226 「関係特殊的投資」の第 1 に資産に対する特殊的な投資、つまり関係特殊的資産の形  
成は本章では他の 3 つの要因に共通する部分であるので省略する。詳細な要因の説明とし  
て「パートナー」の要因を説明する。  


























 一方で、Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、日本の自動車企業のケ
ースから、知識の交換について説明している。そのなかで、下請中小企業が直
面するジレンマを 3 つ取り上げている。第 1 に価値のある知識を競争企業にさ
らけ出すこと、第 2 にフリーライダーの存在、第 3 に多くの価値のある知識を
発見するコストや結合するコストがかかること、である。 Dyer, J． H．と  
                                                   

























ある。第 1 に企業間提携の経験、第 2 に内部調査の投資、能力の評価、第 3 に




                                                   
229 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 666-669 頁  











文化にも関わってくる。Dyer, J．H．と  Singh, H．はそのような補完的資源
を組織的補完資源と呼んでいる。Doz, Y． (1996)、Kanter, R．M． (1994)は、
組織メカニズムは補完的資源から生み出される利益には不可欠なものとした。
つまり、パートナーの提携能力は、決定プロセス、情報、コントロールシステ
ム、文化の互換性を高めることが求められる。また、Buono, A．F．and Bowditch, 
J．L． (1989)、Doz, Y． (1996)は、提携や M&A の企業間関係の失敗は、企業
とパートナーが補完的資源を保持していなかったためとしている。Buono, A．















(3)パートナー 231の概念  



























                                                   
231 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 662-664 頁  
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Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業間関係のパートナーによって築かれる企
業間関係のガバナンスを Telser, L．G．  (1980)の概念を援用して、2 つのクラ
スに分類している。Telser, L．G．  (1980)は第 1 に第三者の合意による執行の












                                                   
232 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 669-671 頁  
233 本章では、企業間関係において重要となる設備投資等のことを指す。  
234 Telser, L．G． (1980) 27 頁   
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セーフガードの利点について、Dyer, J．H．と  Singh, H．は自己の執行に
よる合意のセーフガードは、モニターなどのコストがかかるガバナンス構造よ







































Dyer, J．H． , Singh, H． ,  and Kale, P． (2008)は企業間関係の持続的な関係
がパートナー同士の関係レントの分配の在り方で変化すると指摘している。





 Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．は「共通の利益」と「個人的な利
益」のバランスの組み合わせとして、4 つのグループを示している。以下の図










                                                   












表 5-2 は簡単な概念図である。  
 















出所：Dyer, J．H． ,  Singh, H． ,  and Kale P． (2008)を参考に筆者が作成  
 

































関係レントの分配にどのように影響するのかを説明する。A 企業と B 企業の間
で、企業間関係を結ぶことにする。A 企業は B 企業の小型化の技術を手に入れ
て、ノートパソコンの製品開発を進めたかった。一方で B 企業は A 企業のパソ
コンの製品開発やビジネスモデルを学ぶことになる。A 企業と B 企業の共同開
発によるノートパソコンは、「共通の利益」を得ることには成功したが、A 企業
は自社独自の製品開発等の利益は少なかった。B 企業は A 企業からパソコンの
製品開発やビジネスモデルを吸収することになり、自社独自の製品開発などに
利用して、利益は大きかった。つまり、A 企業は B 企業との共同開発で、関係
的資源を保有していたが、B 企業は A 企業よりも大きな関係的資源を保有して
























































































































要因も変化する可能性もある。つまり、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「関係
特殊的投資」の概念は、企業間関係の内部から生じる要因で、企業間関係の継
続性を論じているが、企業間関係の外部から生じる要因 (市場の独占力、参入障
壁など )が考察されていない。  

























長期継続的な企業間関係に関する海外の文献として、Dyer, J．H．and Singh, 
H． (1998)、Helper, S． (1990)等があげられる。Dyer, J．H．and Singh, H． 
(1998)は元請大企業と下請中小企業の取引関係が長期継続的な取引関係である
と指摘し、パートナー (取引関係者 )との間で、独自の方法で資源を結合させて
いる (関係レント )と述べている。Helper, S．(1990)はエグジット･ボイス戦略の





















沼 (1989)、黒瀬 (1995)、草原 (1995)等があげられる。浅沼 (1989)は下請中小企
業が元請大企業から要望に応えていくプロセスで、「貸与図メーカー」から「承
認図メーカー」に発展することが長期継続的な企業間関係になるとしている。







維持させる要因を論じている Dyer, J．H．and Singh, H．(1998)の関係レント
の概念を発展させた Dyer, J．H．, Singh, H．and Kale, P．(2008)と、浅沼 (1989)
の関係特殊的技能による長期継続的な企業間関係の要因を比較･検討すること




浅沼萬里は、アセンブラー (元請大企業 )とサプライヤー (下請中小企業 )の取引
関係を一次下請と元請大企業に焦点を絞って論じている。浅沼萬里は自動車メ







第 1 に中核企業 (元請大企業 )が供給する図面にしたがって外部のサプライヤ
ー (下請中小企業 )が製造する部品である 238。第 2 にサプライヤー (下請中小企業 )
自身が作成し中核企業 (元請大企業 )が承認する図面にしたがって外部のサプラ
イヤー (下請中小企業 )が製造する部品である 239。  
浅沼萬里は第 1 で説明している図面は「貸与図 (Drawing Supplied)」と呼ん
でいる 240。第 2 で説明している図面は「承認図 (Drawing Approved)」と呼ん
でいる 241。部品のカテゴリーに関するこの区分をサプライヤー (下請中小企業 )
のカテゴリー区分に持ち込んで、主として貸与図の部品を供給しているサプラ
イヤー (下請中小企業 )を「貸与図のサプライヤー (DS suppliers)」、主として承
認 図 の 部 品 を 供 給 し て い る サ プ ラ イ ヤ ー を 「 承 認 図 の サ プ ラ イ ヤ ー (DA  
suppliers)」と呼んでいる 242。貸与図のサプライヤー (下請中小企業 )は「基本
的に、取引される部品に関する製造能力だけを提供しているのに対して、承認









の派生物として、1 つの承認図の部品が現れる。  
 次に、貸与図の部品を発展したタイプは、「中核企業 (元請大企業 )はサプライ
                                                   
238 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
239 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
240 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
241 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
242 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
243 浅沼萬里  (1998) 14 頁  













ある。また、承認図は「準承認図部品 (quasi DA parts)」と特徴づけることが
適切であるような部品がいくつか存在する。そうした部品については、「中核企
業 (元請大企業 )は粗い図面だけを提供し、詳細図面の完成は、関係するサプラ




下請中小企業を、A、B、C および D の 4 つのランクに分類していると仮定す
る。浅沼萬里は優良下請中小企業を A ランクと B ランクと区別し、一般下請中






る 249」。C ランクの企業は、「B ランクでいる時に、改善の見込みがない状態が
                                                   
245 浅沼萬里  (1998) 17 頁  
246 浅沼萬里  (1998) 18 頁  
247 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
248 浅沼萬里  (1998) 20 頁  























しても正のスピル･オーバー効果をもつ 253。  
その関係特殊的技能は次の 4 つの互いに重なりを持たないグループに分類す




                                                   
250 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
251 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
252 浅沼萬里  (1998) 26 頁  
253 浅沼萬里  (1989) 75 頁を参考にした。  










上記を具体的に説明していけば、X1 は第 1 に中核企業から受け取った仕様
に応じて部品を開発する能力、および第 2 に中核企業から受け取った仕様につ
き改善を提案する能力からなる。X2 は第 1 に中核企業から貸与された図面も
しくはサプライヤーが作成し中核企業の承認を受けた図面に準拠して製造工程
を開発する能力、および第 2 に VE を通じて見込み原価を低減させる能力から
なる。X3 は、第 1 に品質を保証する能力、および第 2 にタイムリーな納入を
保証する能力から構成される。X4 は第 1 に合理化を通じて原価を低減させる
能力、および第 2 に VA を通じて原価を低減させる能力から構成されるのであ













                                                   
255 浅沼萬里  (1998) 27 頁を参考にした。  
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図表 6-1 部品の収容カテゴリー別に見た関係特殊的技能の内容  
X₁ X₂ X₃ X₄
開発段階の初期の局面で 開発段階の後期の局面で 生産段階で行われる納入 生産段階で行われる価格
行われる相互作用を通じ 行われる相互作用を通じ のさいに目に見えるもの 再交渉のさいに目に見え
て目に見えるものとなる て目に見えるものとなる となる諸能力 るものとなる諸能力
諸能力 諸能力
1.中核企業から出され 1.承認を受けた図面に 1.品質を保証する能力 1.工程改善を通じて原
　た仕様に応じて製品を 　もとづき工程を開発す 2.タイムリーな納入を 　価を低減させる能力




































図表 6-2 部品および下請中小企業の分類  
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
買手企業 供給側が 買手企業 買手企業 ⅣとⅥと 買手企業は
が工程に 貸与図を は概略図 は工程に の中間領 工程につい
ついても 基礎に工 面を渡し、ついて相 域 て限られた
詳細に指 程を決め その完成 当な知識 知識しか持
示する る を供給側 を持つ たない
に委託す
る
サブアセ 小物プレ 内装用プ 座席 ブレーキ、ラジオ、燃


































説明してきた。第 5 章で述べてきた Dyer, J．H． , Singh, H． , and Kale, P．
                                                   

























































































































































































Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関係と、浅沼
萬里の長期継続的な企業間関係を比較･検討した結果を述べる。浅沼萬里は貸与
図、承認図のカテゴリーをみた場合、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域にある下請中小企
業の方が長期継続的な企業間関係にあると論じているが、Dyer, J． H．と Singh, 






 本章では、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関
係と、浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の比較･検討を行ってきたが、両者の






























H．と Singh, H．と Kale, P．と浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の要因が
重なったⅣの企業間関係である。Ⅳは承認図の部品を製造している下請中小企




















































かにし、第 1 章から第 6 章までの企業間取引に関する議論のなかでも、浅沼萬
里の承認図に関する諸議論を再度確認する。その後、地場産業、グローバル化、
における中小企業論の位置づけを明確化していく。  
                                                   




 現代の中小企業研究は、以下の 3 つの局面の変化から、産業比較･地域比較･
国際比較、の総合的展開を必要としている。第 1 に自然科学や社会科学の発展
の成果における吸収に努める必要性が急速に現れてきていることである。マイ
クロエレクトロニクス (ME)や、生命工学 (バイオテクノロジー )の発展等の技術
革新は経済活動をも活発化させる影響力を与えている。また、社会科学では、
個別の専門領域で研究がかなり深まり、個別化、専門化が進展してきた。  




















                                                   
258 比較研究の意義は太田進一 (1987)の 4-8 頁を援用･参考･引用した形で述べていく。  







































部品メーカーに負担させるという側面を持つ 260」としている。  
また、植田浩史 (2000b)では第 1 に「開発･設計の費用が製品単価とは別途支
払われるというようなことはなく、結局製品単価に何らかの形で、その費用を



















                                                   
260 清晌一郎  (1994) 255 頁  
261 植田浩史  (2000b) 10 頁  
262 植田浩史  (2000b) 10 頁  
263 清晌一郎  (1994) 255 頁  
























軟 な 専 門 家 (flexible specialization) 」 の 概 念 が 存 在 す る 。「 柔 軟 な 専 門 家
(flexible specialization)」とは、Piore, M．J．and Sable, C． (1984)で提唱
された概念である。「柔軟な専門家 (flexible specialization)」とは「第 3 のイタ




                                                   
265 佐竹隆幸  (2008) 181 頁  
131 
 
産体制として提示された 266。  














成されたわけである 269。  










                                                   
266 佐竹隆幸  (2008) 187 頁を参考にした。  
267 佐竹隆幸  (2008) 187 頁を参考にした。   
268 佐竹隆幸  (2008) 187-188 頁を参考にした。  












 「柔軟な専門家 (flexible specialization)」は 4 つの組織形態に分類できる。





品の供給、等を行う場合もある 274。第 2 に「企業の連合体 275」である。「企業
の連合体」とは、日本の旧財閥グループよりももっとゆるやかな企業連合であ
り、グループ企業間で経済的な関係を持ちつつ各企業の上下関係がない 276。第
3 と第 4 に「中心企業および独立した作業場の工場 277」である。「中心企業お
よび独立した作業場の工場」とは「惑星のように下請業者を周囲に配置した企
                                                   
270 佐竹隆幸  (2008) 188-189 頁を参考にした。  
271 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  (1993))、
佐竹隆幸  (2008)を参考にした。  
272 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 ) 
273 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 ) 
274 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 )を参考にした。  
275 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341 頁 ) 
276 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341 頁 )を参考にした。  
277 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  








る 。 Piore, M ． J ． and Sable, C ． (1984) で は 「 柔 軟 な 専 門 家 (flexible 









柔軟な生産体制のもとでは、失業を緩和する役割もある 281。  







                                                   
278 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341-342 頁 ) 
279 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 268 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 343 頁 )を参考にした。  
280 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 343 頁 )を参考にした。  
281 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 344 頁 )を参考にした。  
282 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 344 頁 )を参考にした。  




要因 284」となる。  




















 以上のように「柔軟な専門家 (flexible specialization)」は中小規模の各企業
                                                                                                                                                     
訳  (1993) 345 頁 )を参考にした。  
284 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 ) 
285 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 )を参考にした。  
286 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 ) 
287 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 )を参考にした。  
288 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 346 頁 )を参考にした。  
289 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  






























                                                   
290  村上敦  (2003)における海外の中小企業に関する学説の分析を参考にした。  
291 村上敦  (2003) 140 頁を参考にした。  













う「質」重視へと転換しつつある 294」と考えられる。  
 次にドイツについてみてみる。ドイツの中小企業、とりわけドイツの手工業
については近藤義晴 (1999)の研究が著名である。ドイツでは 1953 年に制定さ
れた「手工業秩序」法が 1993 年、1998 年に改定されており、1998 年に改定












                                                   
293 村上敦  (2003) 144 頁  
294 村上敦  (2003) 147 頁  
295 村上敦  (2003) 148 頁  




























                                                   
297 村上敦  (2003) 149 頁  
298 村上敦  (2003) 141 頁  
299 農村末端行政組織―郷･鎮･村―が経営する企業、および農民が共同もしくは単独で経
営する企業の総稱、主として中小規模製造業、群生する私企業や中国へ殺到した外資系企
業と並んで、「改革･開放」後の中国の急速な経済発展を牽引してきた (村上敦  (2003) 153























めることができる 304。第 1 に「モノのグローバリゼーションは輸出入の増加に
よるものであり、日本の製品輸入増加や途上国の輸出増大による産地･地場産業
や中小企業への影響と、それに対する対応が論点 305」である。第 2 に「カネの
グローバリゼーションでは外国直接投資を主として取り上げるが、日本からの
対外投資と日本への対日投資があり、また対外投資の中にも中小企業による海
                                                   
300 鈴木岩行  (1993) 97 頁  
301 村上敦  (2003) 152 頁  
302 寺岡寛  (2013) 303 頁  
303 寺岡寛  (2013) 303 頁  
304 松永宣明  (2003) 327 頁を参考にした。  




産業空洞化問題 )とそれへの対応策が論点 306」である。第 3 に「ヒトのグロー
バリゼーションでは外国直接投資に伴う経営者や技術者の海外への移動と、外





から第 12 章で説明していく。  
 
Ⅴ．おわりに  















                                                   
306 松永宣明  (2003) 327 頁  
307 松永宣明  (2003) 327 頁  
308 松永宣明  (2003) 327 頁  




























第 8 章 地場産業に関する研究  
 




















1．地場産業の特性   
山崎充 (1977)は自身の数多くの実態調査を通じて、各地場産業の共通する特
性を明らかにしている。第 1 に「特定の地域に起こった時期が古い 313」とし、
地域で形成された産地の歴史が古い場合が多いと指摘している。山崎充は中小
                                                   
310 山崎充  (1977) 3 頁  
311 清成忠男  (1972) 116 頁  
312 山崎充  (1977) 4 頁  



























                                                   
314 中小企業庁  (1975) 「 1974 年度中小企業産地概況調査結果表」  
315 山崎充  (1977) 6 頁  
316 山崎充  (1977) 6 頁  
317 山崎充  (1977) 7 頁  
318 山崎充  (1977) 7 頁  
319 山崎充  (1977) 8 頁  
320 山崎充  (1977) 8 頁  
143 
 
第 5 に「市場を広く全国や海外に求めて製品を販売している 321」ことである。
山崎充は地場産業のターゲットとする市場は地元地域に限定的なものではなく、
日本全国、世界の市場であると述べている。  























                                                   
321 山崎充  (1977) 8 頁  
322 山崎充  (1977) 8 頁  
323 山崎充  (1977) 25 頁を参考にした。  




























 第 3 に立地から判断する類型化である。地場産業は存在している地域の特性
によって、産業質的差異が発生する可能性が高い。山崎充は「知識と、情報の
                                                   
325 山崎充  (1977) 26 頁を参考にした。  
326 山崎充  (1977) 30 頁を参考にした。  






























                                                   
328 山崎充  (1977) 35-36 頁  





























                                                   
330 山崎充  (1977) 41 頁  
331 山崎充  (1977) 41 頁  
332 山崎充  (1977) 42 頁  






























                                                   
334 山崎充  (1977) 43 頁を参考にした。  
335 山崎充  (1977) 45 頁  






























                                                   
337 山崎充  (1977) 45-46 頁を参考にした。  
338 山崎充  (1977) 48 頁  



























343。第 1 の企業群は産地問屋とプラスチック成型業者であり、産地問屋は 5～
49 人の構成比が 60％を超えて、プラスチック成型業者はその構成比が 80％を
                                                   
340 山崎充  (1977) 111 頁  
341 山崎充  (1977) 111 頁  
342 山崎充  (1977) 111 頁  
343 山崎充  (1977) 117 頁を参考にした。  
150 
 










元請メーカーの 20 万円～49 万円の構成比率が約 45％、準元請メーカーの 20














費や余暇をたのしむ」、第 2 に「万一にそなえて貯蓄しておく」、第 3 に「事業
をのばすための資金にむける」、第 4 に「そんな余裕なし」、という 4 つとなっ
ている。山崎充は第 1 と第 2 の回答を望む産地企業経営者を「家族の生活」、
                                                   












があり、第 1 に「お金をたくわえ、生活を豊かにし楽しんでいくため」、第 2
に「なんとか食べていくため」、第 3 に「仕事を通じて自分を社会に生かすた
め」、第 4 に「仕事自体に生きがいがある」、となっている。石川県山中の漆器
産地のアンケート結果では、「産地問屋」の 35．6％が第 3 の「仕事を通じて自
分を社会に生かすため」を回答し、第 4 の「仕事自体に生きがいがある」が 25．









































こるというよりは、どうも 2～30 年に 1 回起こるのかどうかといった性格の激
しい構造変化によって引き起こされるもののようである。つまり、地場産業の
                                                   
345 山崎充  (1977) 276 頁  
346 山崎充  (1977) 276 頁  
347 山崎充  (1977) 276 頁  
348 山崎充  (1977) 276-277 頁を参考にした。  
349 山崎充  (1977) 278 頁  




交替がひき起こされるというわけである 351」と述べている。  
























                                                   
351 山崎充  (1977) 279 頁  
352 山崎充  (1977) 279 頁  
353 山崎充  (1977) 281 頁  































                                                   





























                                                   
356 山崎充  (1977) 285 頁  
357 山崎充  (1977) 286 頁  
358 山崎充  (1977) 287 頁  
359 山崎充  (1977) 287 頁  






























                                                   
361 山崎充  (1977) 289 頁  
362 山崎充  (1977) 289-290 頁  



























 以上のように、有望な地場産業の 5 つの特性を取り上げてきたが、山崎充は
有望な地場産業について「有望な地場産業には必ず一つの特性がみられるとい
                                                   
364 山崎充  (1977) 291 頁  
365 山崎充  (1977) 292 頁  
366 山崎充  (1977) 292 頁  
367 山崎充  (1977) 292 頁  
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うものではない 368」している。つまり、地場産業は 5 つの特性のうち、 2 つ、
3 つの特性を有している場合や、すべての特性を有している場合もあるとして
いる。特に山崎充は、ファッション性の高い婦人服、シガレットライターにつ

























                                                   
368 山崎充  (1977) 293 頁  
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な数値をあげると、地場産業の企業数は 1979 年の 11 万社から 2005 年の 4 万
社に減少、従業員数は 103 万人から 38 万人に減少、生産額は 11 兆円から 6 兆




(1996)、井上芳郎  (2008)、山本篤民 (2010)、等があげられる。また、産業集積



























業を 5 つの基準で分類している。つまり、第 1 に歴史 (伝統型―現代型 )、第 2
に市場 (輸出型―内需型 )、第 3 に立地 (都市型―地方型 )、第 4 に生産形態 (社会
的分業型―工場一貫生産型 )、第 5 に地域的分業 (産地完結型―非産地型 )、の 5
つである 369。  
 山崎充 (1977)は 1970 年代の豊岡カバン産地を社会的分業型、産地完結型に




地問屋、第 2 にメーカー、第 3 に下請加工業者、第 4 に外注･内職群、第 5 に
生地屋、金具屋、チャック屋等の関連業者、が企業間関係を構築して、最終製






                                                   
369 日本における地場産業の多くは、様々な業種で構成されている。山崎充は 1970 年代  
の地場産業の現状分析し、 5 つの形態を分類している。  
370 1970 年代の豊岡カバン産地はカバン製品を産地問屋、メーカー、材料業者、が分業  
を行い産地内で最終製品を完成させていた。  
371 山崎充  (1977) 42 頁  





図表 9-1 豊岡カバン産地の社会的分業 (1970 年代 ) 
 
出所：山崎充  (1977) 81 頁から抜粋  
 



















の 538 事業所から 2009 年の 319 事業所に減少している。従業員数は 2000 年
の 6,069 人から 2009 年の 4,338 人に減少している。出荷額金額は 2000 年の
818 億円から 2009 年の 592 億円に減少している。  
 以上のように、日本のカバン製造業は事業所数、従業員数、出荷高金額だけ









で説明していく。製造金額は 1990 年の 346 億円から 2004 年の 91 億 4,300 万
円に減少している。卸売金額は 1990 年の 276 億 4,800 万円から 2004 年の 134
億 700 万円に減少している。製造金額は 1990 年から 20％水準に、卸売金額は
1990 年から 50％水準に減少した。製造金額、卸売金額共に 14 年間において、
減少傾向にあることがわかる。地場産業が存立していくためには、製造金額、
卸売金額の動向が重要となり、下記から取り上げていく各種のデータにも大き




                                                   

















業者 (メーカー )は、1990 年の 180 事業所から 2004 年の 142 事業所に減少して
いる。  卸売業者 (産地問屋 )は、1990 年の 45 事業所から 2004 年の 41 事業所
に減少している。  材料商 (材料業者 )は 1990 年の 71 事業所から 2004 年の 49
事業所に減少している。製造業者 (メーカー )、卸売業者 (産地問屋 )、材料商 (材
料業者 )の事業所数の減少でも、製造業者 (メーカー )の減少が顕著に現れている。  
 















明していく。但馬地区の 1990 年の仕入先金額は 160 億円で、2004 年には 40
億円に減少した。海外からの 1990 年の仕入先金額は 20 億円で、2004 年には
40 億円に増加した。  その他国内の 1990 年の仕入先金額は 20 億円で、2004
年には 10 億円に減少した。海外からの仕入先金額の割合は大きくなり、一方
で但馬地区からの仕入先金額が減少している。   
 













9-5 で説明していく。産地問屋等への 1990 年の販売金額は 220 億円で、2004
年の販売金額は 40 億円に減少した。他地域への 1990 年の販売金額は 125 億円









































図表 9-6 豊岡カバン産地の社会的分業の変化 374 







                                                   
































                                                   






























                                                   











 以上のように、現在の豊岡カバン産地は、第 1 に非産地完結型及び社会的分
業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生産型で構成されている。つまり、現
在の豊岡カバン産地の分業構造は 1970 年代の産地完結型及び社会的分業型か







明らかにするために、産地外取引に重点を置いている 3 社を選んだ。その 3 社
はバッグ、ケース等の鞄を製造している A 社、鞄金具及び錠前を製造している
B 社、ビジネスバッグ、タウンバッグを OEM で製造している C 社、である。3







                                                   






























































































っている。   
以上のように、各社の分業構造の変化に対応した経営行動が豊岡カバン産地



















































































                                                   













豊岡カバンの製造工程は、第 1 に企画会議、第 2 にデザイン作業、第 3 に型
紙づくり、第 4 に金型づくり、第 5 に裁断、第 6 に印刷、第 7 に裁縫、第 8 に
仕上げ、となっている。豊岡カバンの製造工程は 1 つの生産工場で完成させる
のではなく、外注加工とする分業生産体制で構成される。  
山崎充 (1977)は 1970 年代の日本各地の地場産業を対象に、産地の形態を第 1
に歴史 (伝統型―現代型 )、第 2 に市場 (輸出型―内需型 )、第 3 に立地 (都市型―地













                                                   
380 長谷川英伸 (2011)では、豊岡カバン産地の構造変化 (分業体制 )について新たな形態分
類を行っている。豊岡カバン産地の構造変化とは 1970 年代の産地完結型及び社会的分業
型から第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生産型に
変化したことである。  
381 山崎充  (1977) 24-46 頁  





これを示したのが、図表 10-1 である。  
 









陳腐化等、が豊岡カバン産地にも生じていると推察される 384。  
 
 
                                                   
383 第 9 章でも既述しているが、再検討している。  







地内製造業者の地区別販売先の 2 つの指標から検討していく。  
産地問屋の地区別仕入先の実態を示したものが図表 10-2 である。図表 10-2
のデータは 1990 年から 2004 年までのものである。1990 年代は、豊岡カバン
産地において海外製品の輸入が増加しただけでなく、OEM による産地外取引
が盛んになった時期でもある。図表 10-2 によると、次のことがわかる。第 1
に、但馬地区 (主に豊岡市 )の 1990 年の仕入先金額は 160 億円であったが、2004
年には 40 億円に減少 (25％水準に低下 )した。第 2 に、海外からの 1990 年の仕
入先金額は 20 億円であったが、2004 年には 40 億円に増加 (200％水準に上昇 )
した。第 3 に、その他国内の 1990 年の仕入先金額は 20 億円であったが、2004
年には 10 億円に減少 (50％水準に低下 )した。これらから、産地問屋は 1990～




れば、但馬地区の仕入先に占める割合が 1990 年の 80%から 2004 年の 44%に
大幅に減少し、海外からの仕入先に占める割合が 1990 年の 9%から 2004 年の
44％に増加していることがわかる。これが、図表 10-2 から示唆されることの






























図表 10-3 によると次のことがわかる。第 1 に、産地内製造業者の産地問屋
への 1990 年の販売金額は 220 億円で、2004 年の販売金額は 40 億円に減少し
た (18％水準に低下した )。第 2 に、製造業者の他地域への 1990 年の販売金額
は 125 億円で、2004 年の販売金額は 75 億円に減少した (60％水準に低下した )。
図表 10-3 で示した販売先の内訳から示唆されることは、製造業者は 1990 から
2004 年にかけて、産地問屋に製品を販売しなくなってきているということであ
る。つまり全体的にみれば、販売先全体に占める産地問屋の割合が 1990 年の



























こうした変化を独自に収集した A 社 (産地問屋 )、B 社 (産地内製造業者 )、の 2
社の事例を紹介することにより 385、その実態を確認しておくことにしたい。ま




                                                   









ではなく、OEM という形で中間部品製造業者を目指している。  
以上のように、A 社と B 社はともに、産地内取引から産地外取引の企業間関

























(産地内製造業者 )、D 社 (産地問屋 )の 2 社をとりあげる 386。  
 
1．C 社の概要  







OEM の生産に参加した。C 社は、当初は大手カバン産地内製造業者の OEM で
業績を伸ばしていた。しかしながら、特定企業の OEM の比重が大きいことへ















                                                   








の OEM、さらに都市部の産地内製造業者の OEM を行っている。OEM 先の企
業と共に企画開発を行っている。産地内外の販売比率は、インタビュー当時、
産地外が 30％、産地内が 70％となっている。  
 
2．D 社の概要  
 C 社の産地内取引に重要な位置を占めているのが、以下で紹介する D 社であ










































第 2 に行政の施策による産地企業の創業があげられる。これは、D 社の創業





第 3 に経営者同士が兄弟であることがあげられる。D 社の経営者と C 社の経
営者は兄弟である。D 社の経営者は、自分の兄弟である C 社の経営者に豊岡カ
バンの可能性について相談した。これがきっかけとなり、D 社が描いたデザイ







このように、C 社と D 社が産地内同士の企業間関係を構築できた背景には、
C 社の産地外取引から産地内取引への戦略転換、豊岡市の施策を背景とした D
社の創業、さらに、C 社と D 社の経営者が兄弟であることによる信頼関係に基
づく経営方針の共有、といったことがあげられる。これらの背景が重なり合っ

























方針の共有 387、の 3 点が事例から明らかになった。  
製品差別化を生み出す産地内企業間取引関係の実態と、その産地内企業間関
係を生み出す 3 つの背景を明らかにしたことが、本章での検討の最大の意義で
ある。これを図示したものが、図表 10-4 である。  
 








市場との中小企業の関係性については、第 11 章、第 12 章で検討していく。  
 
                                                   































































                                                   























入自由化の拡大を強く迫ってきた。日本政府は 1960 年 5 月に「貿易為替自由
化大綱」を定めて、国内生産に必要な原材料や競争力の強い製品の輸入自由化
を早めて、3 年後の自由化率を 80％にまで高めることを明示した。その後さら
に自由化率は高まり、 1976 年 3 月には、一部農産物等を除いて 99％にまで達
している。これが今日に至る TPP 問題の源流となる。  
 日本製品にも、日本企業にも、封鎖競争体制下で培われた技術革新による国
際競争力はすでに 1970 年当時、世界的レベルにまで達しており、これらの危
                                                   

















「官民協調方式」をとる必要があるとするものであった 392。  













                                                   
391 両角良彦  (1963)を参考にした。  
392 鶴田俊正  (1982) 82-114 頁  
393 村上敦  (1987) 12 頁  
394 村上敦  (1987) 1 頁  
189 
 



























                                                   
395 村上敦  (1987) 2 頁  
396 村上敦  (1987) 11 頁  






















また、河井啓希は Dunning(1981)において提唱された OLI 理論に触れており、
企業のグローバル化は自社の経営資源を活用するために最適であると指摘して





                                                   
398 河井啓希  (2004) 8 頁  
399 河井啓希  (2004) 8 頁  
400 河井啓希  (2004) 8 頁  
401 河井啓希  (2004) 8 頁  































                                                   










理由として中沢孝夫は、第 1 に既存の従業員の雇用確保、第 2 に現状維持、第

















主に ASEAN を中心とした東アジア諸国への進出が始まったが、1997 年の通貨
危機で停滞し、その後海外事業展開が再開され、急速に活発化したのは 2000
                                                   













環を遂げている 407。  
 
図表 11-1 従業員数  
 






                                                   
405 中沢孝夫  (2012) 42-43 頁を参考にした。  
406 中沢孝夫  (2012) 42-43 頁を参考にした。  
407 中沢孝夫  (2012) 10 頁を参考にした。  
194 
 
図表 11-2 事業所数  
 
出所：経済産業省  (2012) 「企業活動基本調査」よりデータを作成  
 
図表 11-3 売上高  
 




展開は第 1 に国内の売上･経常利益、等の収益力の増加、第 2 に国内の研究開





























































                                                   
408 本章の海外事業展開は貿易、海外からの技術の導入、海外への技術輸出や技術連携、
海外直接投資等の範疇で捉えている。  
409 瀧澤菊太郎  (1982) 9 頁  
410 村上敦  (1985) 285 頁  
411 松永宣明  (1992) 221 頁  
197 
 
「第 1 に、安い製品を輸入し、コストを削減するため、第 2 に、主力取引先の
要請に応えて、第 3 に、投資への配当や特許料、技術指導料等の収入を求めて、
第 4 に、市場へ販路を拡大するため、第 5 に、生産に携わる従業員を確保する






















                                                   
412 中沢孝夫  (2012) 91 頁  
413 兵庫県下における中小企業の海外事業展開に関しては、 (公財 )ひょうご震災記念 21 








材がいないこと 415」、等の理由が考えられる。  
以下からは兵庫県下の中小企業の海外事業展開に関する動向をアンケート調
査から見出していく。今回のアンケート調査は、(公財 )ひょうご震災記念 21 世
紀研究機構で行われた「中小企業における海外事業展開の動向と課題」のデー
タを援用している。調査概要としては、第 1 に調査期間：2012 年 10 月～12
月、電子メールと郵送によるアンケート調査、第 2 に調査対象：兵庫県中小企
業家同友会、兵庫県商工会連合会、等の会員企業、約 1,540 社、第 3 に回答状





業は 49％である。  
海外事業展開時の動機に関する重要度の 5 段階評価 (海外事業展開している








増加している」が 48％、「変化なし」が 26％、「減少した」が 26％であった。
海外事業展開時から現在までの経常利益の推移 (海外事業展開していると回答
した企業を抽出 )について、海外事業展開を行うことで、経常利益が「増加して
いる」が 39％、「変化なし」が 31％、「減少した」が 30％であった。  
海外事業展開時から現在までの国内拠点の雇用人数の推移 (海外事業展開し
                                                   








記の図表 12-2 である。  
 
図表 12-1 海外事業展開の重要度 (平均値 ) 
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
図表 12-2 海外事業展開に関わる推移  
 











とめたのが下記の図表 12-3(図表内の度数は回答社数を表す )である。  
 












⑪その他 1 0  
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
海外事業展開する際の課題の 5 段階評価 (海外事業展開していると回答した









図表 12-4 海外事業展開する際の課題の 5 段階評価 (平均値 ) 
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
中小製造業が海外事業展開していない理由 (海外事業展開していると回答し
た企業を抽出 )について、下記の図表 12-5 にようになる。中小製造業において、
海外事業展開していない理由は、「取引先･販売先が国内のみであるため」が 1
番大きな割合を占めている。また、「必要性は感じているが、制約･懸念事項が













図表 12-5 中小製造業が海外事業展開していない理由  
 






























1．A 社 417の海外事業展開  















                                                   
416 今回のヒアリング調査はひょうご震災記念 21 世紀研究機構で行われた「中小企業に
おける海外事業展開の動向と課題」のデータを修正･加筆している。A 社 (2012 年 7 月 3
日、午後 4 時～午後 5 時）、B 社 (2012 年 7 月 20 日、午前 10 時～正午）、C 社 (2012 年
7 月 3 日、午後 1 時～午後 3 時）、D 社（ 2012 年 7 月 20 日、午後 2 時～午後 4 時）、E
社 (2012 年 6 月 28 日、午前 10 時～正午）、各企業には海外事業展開の動機、事業概要、
等を中心にヒアリングしている。各企業の海外事業展開先はすべて中国である。  



























3．C 社 419の海外事業展開  
C 社の海外事業展開はリーマンショック後 (2008 年代頃 )であった。リーマン
                                                   
418 B 社：創業年は 1944 年、資本金額は 3000 万、従業員数は 42 名、業態は大手建設機  
械メーカーの下請として、建設機械 (ショベル、クレーン )用板金パーツ、コンプレッサー  
用板金パーツ、各種産業機械用板金パーツ、機械用カバー、一般的なプレス加工部品等  
の設計･製作等。  































                                                   






5．E 社 421の海外事業展開  

















 兵庫県下 5 社の中小企業の海外事業展開について、中小企業が海外事業展開
する形態を類型化してみる。5 社は主に現地生産、販売拠点の設立に関与して
いるが、各社ともに関与の仕方が異なるので、以下で 4 つに分類してみる。  
第 1 に輸出型 (加工貿易型 )(販売拠点を設置し、国内製品を輸出 )とする。第 2
に国際分業型 (a 工程間分業型 (単純部品の生産等をに移転し、国内では最終組
立を行う等工程間で分業 )、 (b 製品間分業型 (一部の製品はに生産を移転し、国
内では高付加価値品の製造にシフト ))とする。第 3 にアウトソーシング型 (国内
                                                   





生産拠点はもたず、OEM 生産等でに生産委託 )とする。第 4 に生産機能移転型 (国
内では開発･設計･製品企画部門を残し、生産機能はへ移転 )とする。  
つまり、第 1 に輸出型としては C 社、第 2 に国際分業型としては B 社、E 社、




係るコスト削減を目的とした展開 )、ネットワーク (タテ連携 )型 (元請や主要取引
先等タテ系列の要請による展開 )、仲間取引 (ヨコ連携 )型 (同業種の中小企業の海
外事業展開をきっかけに展開 )、販路開拓型 (新分野開拓･新販路拡大等を伴う第
二創業的な展開 )422 」、に分類してみる。つまり、コストダウン型としては A
社、D 社、ネットワーク (タテ連携 )型は B 社、仲間取引 (ヨコ連携 )型は E 社、
販路開拓型は C 社、となる。  
事例 5 社は海外事業展開の動機の差異によって形態が異なっている。A 社、
D 社のように海外事業展開を行う動機がコストダウン型になると、アウトソー
シング型や生産機能移転型のような、現地従業員の安価な労働力を利用した形
態となる。B 社や E 社のように、海外事業展開を行う動機がネットワーク (タテ










                                                   























































援、知的財産権トラブルの解決などの支援を行う 423」  という記載がされてい

















                                                   




















































小企業問題性 (下請制 )」が問題性、効率性、独立性、と 3 つの捉え方が存在す
ることを明らかにした。  




























第 6 章では Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関
係と浅沼萬里の長期継続的な企業間関係を比較･検討を行い、両者の違いを明ら












                                                   













































































































 以上が本論文で導き出したいものであった。第 1 に中小企業と大企業の取引




可能としていた。     
第 2 に中小企業同士の分業構造が中小企業の存立維持にどのような影響をも












小企業の存立維持可能性に関する概念図が図表 13-1 となる。  
217 
 








































































にしていく。1963 年に中小企業基本法 (旧基本法 )が制定 425され、1999 年に中




                                                   
425 1963 年に制定された中小企業基本法の施策の内容としては、第 1 に設備の近代化、  
第 2 に技術の向上、第 3 に経営管理の合理化、第 4 に構造の高度化 (企業規模の適正化、  
事業の共同化、工場 ･店舗等の集団化、事業の転換及び小売商業における経営形態の近  
代化 )、第 5 に過度の競争の防止及び下請取引の適正化、第 6 に輸出の振興その他需要の  
増進、第 7 に事業活動の機会の適正な確保、第 8 に労働関係の適正化、従業員の福祉の向  
上 及 び 労 働 力 の 確 保 ( 第 3 条 ) の 8 つ に 分 類 で き る 。 ( 清 成 忠 男  ( 2 0 0 9 )  8 9 頁 ) 
426 1999 年に改定された中小企業基本法の施策の内容としては、第 1 に経営革新の促進  
(技術、設備、ソフト面の支援等 )、第 2 に創業の促進 (情報提供･研修、資金供給円滑化  
等 )、第 3 に創造的事業活動 (ベンチャー )の促進 (研究開発、支援人材、社債等による資金  































                                                   




も十分に議論できていない。「知識ベース視角」は Dyer, J．H． と  Singh, H．
の学説を軸に取り上げており、その他の体系的な学説を検討しきれていない。
















































  2012年11月７日  
                   
           （所属：（公財）ひょうご震災記念 21世紀研究機構） 
（担当氏名：  長谷川 英伸 ）     
（連絡先：０７８－２６２－５５７６） 
  
回答については、 2012年11月1日時点の状況をご記入ください。  






Ａ はじめに  
（１）貴社の概要についてお答えください。  
会社名   
所在地   
代表者  (役職 )                 （氏名）  
設立年  
西暦   
年 
資本金  





   人  
主たる業種   
ご担当者  (部署・役職）               （氏名）  





（ ）(a)「展開している」      →設問B･C･Dの順にお進みください  
（ ）(b)「展開を検討している」   →設問B･C･Dの順にお進みください  
（ただし、検討しているため、回答で
きないところは空欄で結構です）。  


























































①中 国     ⑥インド     ⑪フィリピン     
②台 湾     ⑦香 港     ⑫ベトナム     
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ    ⑧タ イ     ⑬アメリカ     
④ﾏﾚｰｼｱ    ⑨韓 国     ⑭ヨーロッパ  
国名（   ） 
   
⑤ﾐｬﾝﾏｰ    ⑩インドネ
シア 
   ⑮その他
（   ）  




（ ）①取引先企業（元請や親会社）が進出した  
（ ）②経営者仲間から誘われた  
（ ）③現地政府からの要請   
（ ）④取引先の現地企業からの要請  
（ ）⑤企業の将来を考えた結果  













                       
 
 






①安価な労働力確保  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
②原材料・資源の確保  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
③国内市場の縮小  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
④国内での競争力低迷  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑤海外市場の成長を見据えた販路開拓  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑥円高による収益悪化  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑦その他
（             ）  





























①生産部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
②営業・販売部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
③ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
④研究開発部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑤部材調達部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑥その他  
（     ）  
  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
 
（８）海外事業展開の形態をお答えください。該当する（  ）１つに○を付け  
てください。  
（ ）①100％出資による現地法人の設立  
（ ）②現地企業との合弁による海外現地法人の設立  
（ ）③現地での支店・駐在員事務所の設置  
（ ）④現地企業との技術提携（出資関係なし）  
（ ）⑤現地企業との販売提携（出資関係なし） 
（ ）⑥現地企業との製造委託（出資関係なし）  
（ ）⑦現地企業へのサービス提供（出資関係なし）  









低        高  
１・２・３・４・５  
 
課題  低          
高  
１・２・３・４・５  
①現地従業員の賃金増加  １・２・３・４・５  
②現地従業員の離職率  １・２・３・４・５  
③現地従業員の教育・訓練  １・２・３・４・５  
④現地でのマネジメント人材の不足  １・２・３・４・５  
⑤現地での取引先確保  １・２・３・４・５  








⑩政情不安や反日感情等のカントリーリスク  １・２・３・４・５  
⑪原材料等の安定調達  １・２・３・４・５  
⑫資金調達  １・２・３・４・５  
⑬技術・ノウハウの漏えい防止  １・２・３・４・５  








現在の海外売上高比率  ％ 
現在の海外生産比率 (製造業の方のみ）  ％  
３年後の海外売上高比率 (目標）  ％  
３年後の海外生産比率 (目標） (製造業の方のみ）  ％  
 
（11）海外と国内の事業の役割分担を現在、今後どのように考えていますか。
該当する（ ）すべてを現在、今後に分けて○を付けてください。  
現在 今後  
（ ）（  ）①海外販売拠点を設置し、国内で生産し輸出する  
（ ）（  ）②単純部品の生産等を海外に移管し、国内では最終組立を行う  
（ ）（  ）③一部の製品の生産をに海外移管し、国内は高付加価値製品の生  
産にシフトする  
（ ）（  ）④国内の生産拠点は持たず、海外で生産委託する  
（ ）（  ）⑤国内の拠点は開発･設計･製品企画を行い、生産機能は海外へ  
移転する  
（ ）（  ）⑥海外拠点で生産した製品は、その国もしくは第三国の市場で  
販売する  
（ ）（  ）⑦現地企業が製造した製品を輸入し、国内市場で販売する  
（ ）（  ）⑧自社製品のメンテナンスを現地で行う  
（ ）（  ）⑨現地企業が製造した製品のメンテナンスを現地で行う  
（ ）（  ）⑩現地での対人サービスの提供   










する（ ）１つを現在、今後に分けて○を付けてください。  
現在 今後  
（ ）（  ）①日本で取引のある日系企業  
（ ）（  ）②日本で取引のない日系企業  
（ ）（  ）③現地の外資系企業  
（ ）（  ）④現地のローカル企業  







    【海外事業展開したときから現在までの変化】  
国内拠点 (法人) 増加した  変化なし  減少した  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
    【現在から今後３年の予定】  
国内拠点 (法人) 増加する  変化なし  減少する  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 






(b) 拠点 (法人 )における売上高、経常利益、雇用人数、設備投資額の変化
について、下表の該当箇所に○を記入してください。  
【海外事業展開したときから現在までの変化】  
国内拠点 (法人) 増加した  変化なし  減少した  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
    
 【現在から今後３年の予定】  
国内拠点 (法人) 増加する  変化なし  減少する  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 




該当する（ ）すべてに○を付けてください。  
（ ）①内部資金  
（ ）②金融機関からの融資   
（ ）③社債  











（ ）①株式等の配当金  
（ ）②ロイヤリティ   
（ ）③材料費の上乗せ   
（ ）④技術者派遣料・指導料   
（ ）⑤その他（                ）  
 
（16）海外事業展開の後、何年目で拠点の黒字転換及び投資回収しましたか。  
    黒字転換（    ）年目  投資回収（    ）年目  
 
（17）貴社の方針として、どのような人材を現地に派遣していますか（検討し
ていますか）。該当する（  ）１つに○を付けてください。  
  （ ）①管理業務が優れた人   
（ ）②技術指導が優れた人   
（ ）③現地でコミュニケーションが取れる人（日本人）    
（ ）④現地でコミュニケーションが取れる人（留学生）   
（ ）⑤派遣しない   
（ ）⑥その他（                  ）  
 
（18）現地従業員の採用はどうされていますか（検討していますか）。該当する
（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①現地の新聞等による公募   
（ ）②日系の人材コンサルタント会社の活用  
（ ）③現地の人材コンサルタント会社の活用   
（ ）④現地従業員の紹介   










（ ）①採用している  
（ ）②今後、採用する予定  
（ ）③関心はあるが採用していない  
（ ）④関心はない  
（b）外国人留学生のインターンシップを受け入れていますか。該当する
（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①受け入れている  
（ ）②今後、受け入れる予定  
（ ）③関心はあるが受け入れていない  
























①中 国   ⑥インド   ⑪フィリピン   
②台 湾   ⑦香 港   ⑫ベトナム   
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ  ⑧タ イ   ⑬アメリカ   
④ﾏﾚｰｼｱ  ⑨韓 国   ⑭ヨーロッパ  
国（     ） 
 
⑤ﾐｬﾝﾏｰ  ⑩インドネシア   ⑮その（   ）  
 




①中 国   ⑥インド   ⑪フィリピン   
②台 湾   ⑦香 港   ⑫ベトナム   
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ  ⑧タ イ   ⑬アメリカ   
④ﾏﾚｰｼｱ  ⑨韓 国   ⑭ヨーロッパ  
国名
（     ）  
 









C 海外事業展開に関する行政の支援策についてのあり方をお尋ねします。  
（20）海外事業展開するにあたって、どのような機関に相談しましたか。該当  
する（ ）すべてに○を付けてください。  
   （ ）①地方自治体及びその関係団体  
   （ ）②国及びその関係団体  
   （ ）③メイン金融機関  
   （ ）④メイン以外の金融機関  
   （ ）⑤コンサルタント・弁護士等の専門家  
   （ ）⑥商工団体  
   （ ）⑦親会社・親密企業  
（ ）⑧商社  
   （ ）⑨特になし  





   （ ）①十分な対応が受けられ問題が解決した  
   （ ）②情報不足等から十分な対応が受けられなかった  
   （ ）③他の機関を紹介された  
















低        高  
１・２・３・４・５  
 
支援策  低        高  
１・２・３・４・５  
①海外事業展開のための資金調達  １・２・３・４・５  




④現地政府とのコンタクト支援  １・２・３・４・５  
⑤現地での取引先やパートナーとのマッチング支援  １・２・３・４・５  
⑥現地の法規制・商習慣等の情報提供  １・２・３・４・５  
⑦技術・ノウハウ等知的財産の保護  １・２・３・４・５  
⑧現地におけるトラブル等の相談の場の提供  １・２・３・４・５  
⑨その他（             ）  １・２・３・４・５  
 
（23）海外事業展開するために資金調達で最も必要なものは何ですか。該当
する（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①設備投資に対する融資   
（ ）②運転資金に対する融資   
（ ）③保証料の減額  












（ ） (a)活用している  
 【活用の形態】  
（ ）①日本の自社拠点と日本とＥＰＡを締結している国の取引先との  
輸出入  
（ ）②日本の自社拠点と日本とＥＰＡを締結している国の自社拠点と  
の輸出入  
（ ）③の自社拠点とその国とＥＰＡを締結している第三国の取引    
先との輸出入  
（ ）④の自社拠点とその国とＥＰＡを締結している第三国の自社  
拠点へと輸出入  




①を回答された方    日本     と（       ）  
②を回答された方    日本     と（       ）  
③を回答された方   （      ）と（       ）  




   






ますか。該当する（  ）１つに○を付けてください。  
 （ ）①既に影響が生じている  
 （ ）②今後生じる可能性がある  
 （ ）③影響はない  










（ ）①既に縮小に着手している  
（ ）②縮小を検討する  
（ ）③直ちに縮小することはない  
（ ）④拡大を検討する  
（ ）⑤現時点ではわからない  















（ ）①取引先・販売先が国内のみであるため  
（ ）②価格や品質で競争力がある製品 (商品)があるため  
（ ）③必要性は感じているが、制約･懸念事項があるため  
（ ）④過去にしたが、満足な結果が得られなかったため  





























低        高  
１・２・３・４・５  
 
課題  低          
高  
１・２・３・４・５  
①資金面  １・２・３・４・５  
②人材面  １・２・３・４・５  
③現地での販路開拓  １・２・３・４・５  
④現地での原材料調達  １・２・３・４・５  
⑤現地の情報不足  １・２・３・４・５  
⑥技術・ノウハウの漏えい不安  １・２・３・４・５  
⑦商慣行や法制度の違い  １・２・３・４・５  
⑧国内の取引先から要望がない  １・２・３・４・５  
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